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連結決算概要

項⽬ 2022/9
実績

2023/9
公表計数

2023/9
実績

2022/9⽐
公表⽐

増減額 増減率

経常収益 11,423 11,500 11,530 +107 +0.9% +30
経常利益 1,249 900 991 △257 △20.6% +91
中間純利益 875 600 704 △171 △19.5% +104

（百万円）【連結中間決算の概要】

●連結経常収益は、有価証券利息配当⾦の増加等により、前年同期⽐0.9％増
（＋107百万円）の11,530百万円
●連結経常利益は、不良債権処理費⽤の増加等により、前年同期⽐20.6％減
（△257百万円）の991百万円と減益
●親会社株主に帰属する中間純利益は、前年同期⽐19.5％減（△171百万円）
の704百万円と減益

(連結中間決算のポイント)

※連結中間純利益は、親会社株主に帰属する中間純利益。



（百万円）

単体決算概要
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【損益状況(単体)】 【経常利益の増減要因】

・ 経常収益は、貸出⾦利低下により貸出⾦利息は減少したものの、有価証券利息の増加や役務取引等収益が増加したこと等
により、前年同期⽐125百万円増加(＋1.4％)の8,599百万円

・ 経常利益は、与信関連費⽤の増加や株式等関係損益が減少したこと等により、前年同期⽐231百万円減少(△20.3％)
の904百万円

（百万円）

【単体】

株式
関係
損益

2022年
9⽉期

2023年
9⽉期 前年同期⽐

経常収益 8,473 8,599 ＋125

業務粗利益 6,641 6,834 ＋193

うち資⾦利益 6,321 6,591 ＋270

うち役務取引等利益 317 403 ＋86

経費 5,411 5,500 ＋89

コア業務純益 1,233 1,376 ＋143

除く投信解約損益 1,248 1,356 ＋108

⼀般貸倒引当⾦繰⼊額① 50 143 ＋93

業務純益 1,180 1,190 ＋9

臨時損益 △44 △285 △241

うち不良債権処理額② 156 261 ＋105

うち株式等関係損益 102 △13 △116

経常利益 1,135 904 △231

当期純利益 818 664 △153

与信関連費⽤（①+②） 206 405 ＋198
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預⾦残⾼(単体)／預り資産残⾼(単体)
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【預⾦残⾼の推移(単体)】 【預り資産残⾼の推移(単体)】（億円）

・ 預⾦は、個⼈預⾦は減少したものの、法⼈預⾦が増加したこと等により、2022年9⽉末⽐22億円増加(+0.1％)
の1兆2,003億円

・ 預り資産残⾼（預⾦含む）は、個⼈年⾦保険や投資信託の残⾼増加等により、2022年9⽉末⽐114億円増加
(＋0.8％)の 1兆3,678億円

（億円）

8,782 8,929 8,967 8,953 

2,761 2,926 2,806 2,845 

248 199 206 205 

2020年
9⽉末

2021年
9⽉末

2022年
9⽉末

2023年
9⽉末

その他 法⼈預⾦ 個⼈預⾦ 預⾦全体
＋22億円
＋0.1％

法⼈預⾦
+38億円
+1.3％

個⼈預⾦
△14億円
△0.1％

12,00311,98012,05511,792
その他
△1億円
△0.8％

11,792 12,055 11,980 12,003 

48 
53 43 25 352 
437 457 48880 
184 255 277 870 
838 826 883 

2020年
9⽉末

2021年
9⽉末

2022年
9⽉末

2023年
9⽉末

預⾦ 譲渡性預⾦ 投資信託
公共債 個⼈年⾦保険

13,144
13,570 13,564 13,678

預⾦
＋22億円
＋0.1％

投資信託
＋30億円
＋6.6％

公共債
＋21億円
＋8.4％

個⼈年⾦保険
+56億円
+6.8％

預り資産全体
＋114億円
＋0.8％

譲渡性預⾦
△17億円
△40.8％

※ 預り資産とは、預⾦、譲渡性預⾦、投資信託、公共債、
個⼈年⾦保険をいいます。



貸出⾦残⾼(単体)／事業者向け残⾼・個⼈ローン残⾼(単体)

【貸出⾦残⾼の推移(単体)】

【個⼈ローン残⾼の推移(単体)】

（億円）

（億円）

・ 全体の貸出⾦残⾼は、中⼩企業向け貸出や住宅ローンの増加を主因として、2022年9⽉末⽐144億円増加(＋1.4％)の
1兆191億円

・ 事業者向け残⾼(市場性ローン除く)は、中⼩企業向け残⾼が増加し、2022年9⽉⽐126億円(＋2.8％)の4,621億円
・ 個⼈ローン残⾼は、住宅ローンが増加し、2022年9⽉末⽐92億円増加(+2.4％)の3,906億円
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4,246 4,430 4,495 4,621 

417 347 307 297 

3,634 3,710 3,829 3,921 

1,454 1,434 1,415 1,350 

2020年
9⽉末

2021年
9⽉末

2022年
9⽉末

2023年
9⽉末

事業者向け（市場性ローン除く） 市場性ローン

個⼈向け 地公・公社向け
※ 個⼈向けは、預担含む。

事業者向け
（市場性ローン

除く）
+126億円
+2.8％

市場性ローン
△10億円
△3.2％

個⼈向け
+92億円
+2.4％

地公・公社向け
△64億円
△4.5％

貸出⾦全体
＋144億円
＋1.4％

10,19110,0469,9229,752

2,841 2,934 3,075 3,170 

773 758 737 735 

2020年
9⽉末

2021年
9⽉末

2022年
9⽉末

2023年
9⽉末

住宅ローン 消費者ローン

住宅ローン
+94億円
+3.0％

消費者ローン
△1億円
△0.2％

3,9063,8133,6933,615

【事業者向け残⾼の推移(単体)】 （億円）

3,563 3,789 3,850 3,918 

215 187 187 210 466 452 457 493 

2020年
9⽉末

2021年
9⽉末

2022年
9⽉末

2023年
9⽉末

中⼩企業 中堅企業 ⼤企業

4,246 4,430 4,495 4,621

中⼩企業
+67億円
+1.7％

中堅企業
＋23億円
＋12.2％

⼤企業
+36億円
+7.8％

※ 事業性残⾼は、市場性ローン除く。



有価証券残⾼(単体)／有価証券評価損益(単体)
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【有価証券残⾼の推移(単体)】

【有価証券評価損益の状況(単体)】

・ 有価証券残⾼は、今後の⽇銀政策変更による⾦利上昇の影響を受ける国債を売却したこと等から、2022年9⽉末⽐19億円
減少 (△1.1％)の 1,688億円

・ 有価証券利回は、外国証券利息の増加などにより、2022年9⽉⽐0.43％上昇の1.19％
・ 有価証券評価損益は、株式評価益の増加により、2023年3⽉末⽐584百万円増加の＋302百万円

（億円）

（百万円）

873 858 960 943 

56 57 
60 75 

302 289 
279 286 

53 52 
52 67 

392 344 
355 314 

2020年
9⽉末

2021年
9⽉末

2022年
9⽉末

2023年
9⽉末

その他証券 株式 社債 地⽅債 国債

有価証券全体
△19億円
△1.1％

国債
△40億円
△11.4％

地⽅債
+15億円
+30.3％

社債
＋7億円
＋2.5％

株式
＋15億円
＋25.8％

その他の証券
△17億円
△1.8％

1,6881,707
1,603

1,678

【有価証券利回の推移(単体)】

2022年9⽉末 2023年3⽉末 2023年9⽉末 2023年3⽉末⽐

△ 49 △ 281 302 584
満期保有⽬的 364 307 162 △ 144
その他の有価証券 △ 414 △ 589 139 728
株　式 2,500 2,353 3,610 1,257
債　券 △ 267 △ 223 △ 676 △ 453
その他 △ 2,647 △ 2,718 △ 2,793 △ 75

合　　　　　　計

0.83%

0.91%

0.59%
0.77%

0.92%

0.73%

1.06%

1.86%

0.87% 0.84% 0.76%
1.19%

2020年9⽉期 2021年9⽉期 2022年9⽉期 2023年9⽉期

（国内）有価証券利回
（国際）有価証券利回
（全体）有価証券利回



諸利回(単体)／経費・コアOHR(単体)
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【諸利回の推移(単体)】 【経費・コアOHRの推移(単体)】

・ 貸出⾦利回は、2022年9⽉⽐0.03％低下し、1.11％
・ 預⾦等利回は、2022年9⽉⽐0.001％低下し、0.008％
・ 総資⾦利鞘は、2022年9⽉⽐0.02％低下し、0.22％
・ 預貸率は、2022年9⽉末⽐2.31％上昇し、84.14％
・ コアOHRは、業務粗利益が増加したことなどにより、2022年9⽉⽐1.45％低下の79.98％

（百万円）

2,950 2,866 2,814 2,834 

2,241 2,265 2,211 2,296 

403 392 385 369 

86.17%
81.02% 81.43% 79.98%
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⼈件費 物件費 税⾦ コア業務粗利益ＯＨＲ

5,5005,4115,5245,596

※コア業務粗利益の推移
2020年9⽉期 2021年9⽉期 2022年9⽉期 2023年9⽉期

6,494 6,817 6,644 6,877

1.21% 1.18% 1.14% 1.11%

0.027% 0.015% 0.009% 0.008%

0.87% 0.84%
0.76%

1.19%

0.15% 0.18%
0.24% 0.22%

82.37% 81.09% 81.83% 84.14%
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⾃⼰資本⽐率（単体）

522 527 530 534 

100 100 100 100 

2022年
3⽉末

2022年
9⽉末

2023年
3⽉末

2023年
9⽉末

⾃⼰資本額 うち優先株の残⾼

（億円）

5,923 5,970 6,111 6,107 

8.81% 8.82% 8.67% 8.75%
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リスクアセット ⾃⼰資本⽐率

（億円）【⾃⼰資本の推移(単体)】 【⾃⼰資本⽐率・リスクアセットの推移(単体)】

・ ⾃⼰資本⽐率（単体）は、リスクアセットはほぼ横ばいで推移し、当期純利益の増加によるコア資本の積み増し
により2023年3⽉末⽐0.08％上昇し8.75％
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⾦融再⽣法開⽰債権(単体)／保全率(単体)

（億円） （億円）【⾦融再⽣法開⽰債権(単体)】 【保全率の推移(単体)】
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破産更⽣等債権 危険債権
要管理債権 不良債権⽐率

・ ⾦融再⽣法開⽰債権は、資⾦繰り⽀援に積極的に取り組む中、2022年9⽉末⽐42億円増加（＋15.6％）の312億円
・ 不良債権⽐率（⾦融再⽣法開⽰債権⽐率）は2022年9⽉末⽐＋0.37％上昇の2.99％
・ 保全率は、2022年9⽉末⽐1.32%上昇の80.88％と⾼い⽔準を維持。
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トマト銀⾏のプロフィール

本 社 所 在 地 岡⼭県岡⼭市北区番町2丁⽬3番4号

設 ⽴ 年 ⽉ ⽇ 1931年（昭和6年）11⽉9⽇

資 本 ⾦ 143億1千万円

総 資 産 1兆2,990億円

預 り 資 産 残 ⾼ 1兆3,678億円（うち預⾦残⾼ 1兆2,003億円）

貸 出 ⾦ 残 ⾼ 10,191億円

社 員 数 781名（嘱託・パート社員を除く）

店 舗 数 61ヵ店、住宅ローンセンター2ヵ所、ビジネスサポートプラザ1ヵ所

上 場 取 引 所 東証スタンダード（証券コード 8542）
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※ 計数は単体、2023年9⽉末時点



本資料に関する照会先

株式会社トマト銀⾏ 経営企画部
Tel︓086-800-1830
Fax︓086-224-0207
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本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクと不確実性を
内包するものです。
将来の業績は、経営環境の変化等により、⽬標対⽐等異なる可能性があることにご注意ください。


